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辺 境 か ら 見 た 国 際 社 会 学 の 可 能 性  

 

木村 真希子 

 
１．はじめに 

 本稿は、インド北東部のエスニシティ・ナショナリズム研究を専門とする研究者の立場から、

南アジアなど第三世界、その中でも特に辺境に位置する社会の研究に関する国際社会学のこれ

までの貢献と今後の可能性を論じる。1990 年代に学部・大学院の授業で国際社会学と出会った

筆者は、エスニシティ・ナショナリズム問題に関心を抱き、インド北東部のエスニック運動・

紛争を専門に研究してきた。具体的には、ナガ民族の独立運動（1947－現在）やアッサム州に

おける反外国人運動（1979－1985 年）を事例に、インドにおける独立後の社会変動と「土地

の子」による運動、さらには先住民族による自治・独立を目指した運動を主な研究対象として

きた。 
 インド北東部は、７つの州に分かれ、100 以上のエスニック・グループが存在し、200 以上

の言語集団が混在する地域である。インドがイギリスから独立を達成する直前に発生したナガ

民族の独立運動にはじまり、ミゾ独立運動（1966－1987 年）、アッサム独立運動（1985 年－

現在）など、自治や独立を求める民族運動が絶えない地域である。特に、1980 年代後半より、

武装化集団が拡散し、現在ではミゾラム州・アルナチャル・プラデシュ州の２州を除く州にお

いて武装勢力の存在が確認されている。 
 インド連邦政府は自治・独立を求める運動に対し、武力を含む弾圧によって対応することが

しばしばであり、この地域では常にインド連邦政府の統治に対する正当性に対して疑問が投げ

かけられてきた。同時に、1962 年には現在のアルナチャル・プラデシュ州およびアッサム州に

中国が軍事侵攻を行い、いまだに北東部の一部の領有権を主張している。少なくとも州政府を

置き、選挙を実施しているという意味でこの地域を実効支配しているのはインド連邦政府とい

えるだろうが、同時に国境をめぐる中印対立は未解決である。 
 このように、インド北東部は 1947 年の独立以後もそもそも国民統合が成立していない地域

であり、国際社会学の前提である「国民統合の動揺」が当てはまらない地域である。しかし、

エスニシティやナショナリズム問題を抱える地域の多くは、第一世界・第三世界を問わず、こ

うした問題を孕む地域なのではないだろうか。 
 国民統合という前提の通用しない社会におけるエスニシティ・ナショナリズムや運動のあり

方から、今後国際社会学においてどのような研究や理論化が可能であり、必要とされているの

か、以下の項で検討したい。 
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２．現代国民国家における植民地主義とエスニシティ・ナショナリズム問題：アッサムの事例

から 

 アッサム州では 1979 年から 1985 年、バングラデシュからの移民の追放を求める「反外国人

運動」が全アッサム学生連合（AASU）の主導の下、州内の大衆の支持を集め、大きな影響力

を及ぼした。この背景には、イギリス植民地時代におけるベンガル地域、特に東ベンガルから

のムスリム農民の大量入植の問題がある。政策的な移民は独立後は停止したが、印パ分離独立

の影響もあり、ムスリム農民の移住は独立後も続いた。このほか、植民地時代にベンガル人中

間層がアッサムのミドルクラスの職を独占したこともあり、1960 年代、70 年代の言語問題を

通じ、独立後のアッサム州においてはしばしば反ベンガル感情が運動への動員に利用された。 
 反外国人運動に関しても、運動指導者たちは「バングラデシュやネパールからの不法移民」

が選挙名簿に多く登録されていることを問題視し、外国人の選挙名簿からの削除と、国外追放

を要求した。しかし、実際には不満の多くは、植民地時代に移住してきたベンガル系ムスリム

農民にも向けられ、「ベンガル系ムスリム＝バングラデシュ人」というレッテルが運動を大きく

左右した。独立後、言語問題などを通じてアッサム人上層カーストを中心とする中間層が州内

の権力を得ていたが、茶園、木材、石油以外には目立った産業のないアッサム州では雇用も少

なく、高等教育を受けた若者の雇用先は不足していた。こうした中、不満が移民に向き、保守

反動的な様相を持つ反外国人運動が学生団体の指導下で広範な支持を得た。このようなマジョ

リティによる移民排斥は、植民地時代に移民を導入され、人口比が大きく変更したり、国内の

重要な職種を移民が占めるようになってしまった脱植民地国家で多くみられる現象である。マ

レーシアのブミプトラ問題（石井 1996）、フィジーのインド系移民問題（都丸 1996）など、日

本の国際社会学者の間でも先行研究がみられる。 
 アッサム州の移民問題に関しては、独立国ではなく一州であるため、独立後も移民を管理す

る権限がないという点が他の事例と異なる部分である。実際、反外国人運動は中央政府との交

渉で行き詰まった。1951 年以降の移民の選挙名簿からの削除と国外追放を主張した AASU に

対し、中央の国民会議派政権は 1971 年を基準年とすることを主張し、両者が譲らなかった。

この背景には、国民会議派政権がアッサム州において、当時人口の 25％を占めていたムスリム

移民を票田としていたことがある。実際には多くは植民地時代の移民であり、また独立後の移

民は不法移民であるという AASU の主張に正当性もあったが、同時に 1951 年以前に来たのか、

以後に移住したのかの見分けは非常に困難であった。反外国人運動ではしばしばムスリム移民

全般が嫌がらせの対象となっていたこともあり、政府は 1971 年の基準年を譲らなかった。交

渉はこう着状態に陥り、1983 年の連邦政府による州議会選挙強行と AASU によるボイコット、

そして大規模暴動に発展していく。 
 運動自体は 1985 年に中央政府と学生連合がアッサム協定を結び、1971 年以降の移民を国外

追放するということで合意すると同時に、学生指導者が政党を結成して出馬し、州政権を獲得

することでその後政党政治の中でこの問題は扱われるようになった。同時に学生団体も世代交
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代して運動を継続するが、問題の有効な解決に結びつくような政策はなかなか実施されなかっ

た。こうして、政党政治の中で問題が制度化されていく一方、有効な解決策は提示されないま

ま、学生団体が異議申し立てを続けるものの、反外国人運動中ほどの影響力はもちえないとい

う状況が継続する。 
 その一方、1980 年代後半から 90 年代にかけて、国民国家からの独立を目指す運動が活発と

なる。特に 1985 年のアッサム協定締結とアソム人民党の州政権擁立以降、アッサム統一解放

戦線（United Liberation Front of Asom、略称 ULFA）による独立を目指した武力闘争が本格

化する。これにより、AGP や AASU など、インド連邦内での自治の拡大を目指す地域主義と、

独立を目指すナショナリズムの主張がアッサム州内では併存していく。 
 同時に、1980 年代後半からは、アッサム州平野部に居住するボド民族や、中部山岳地帯のカ

ルビ民族、ディマサ民族なども州の分離を求めた自治・独立運動を活発化させる。特に、ボド

民族は「Divide Assam Fifty-Fifty」を主張し、アッサム州のブラフマプトラ川北岸地域を先住

民族中心の州とする要求を掲げ、武装闘争を展開した。 
 こうしたいわゆる国民国家による植民地主義に対する異議申し立ては、多くの国に共通する

課題である。1970 年代に北米や中南米、オーストラリア、欧州で活性化した先住民族運動は、

国際的に連携し、その後アジアやアフリカ、旧ソ連諸国にもネットワークを広げ、国連の人権

機関などを足場に権利回復を目指した。そして、2007 年に国連先住民族の権利宣言が採択され

たことにより、国民国家への体系的な異議申し立てが一部公式に認められた。初期の国際社会

学では、1993 年の国際政治学会におけるトランスナショナル部会などで先住民族をテーマとし

て取り上げるなど、この問題に対する取り組みがみられた１）。残念ながら、その後国際社会学

の中でこの分野に関する研究はあまり見られず、先住民族に関する研究は文化人類学の領域と

なっている。また、上記の国際的な権利運動などに関しては、国際法のごく限られた分野でし

か取り上げられていない。 
 このように、1980 年代、1990 年代、脱植民地国家における民族問題のあり方を比較する視

点から「土地の子」の運動や言語運動などが日本にも紹介された。一方、国際社会学の中で、

国民国家の正当性に挑戦する課題や運動への視点が希薄である、という点が指摘できるだろう。

実際の問題を見てみれば、移民と先住民族では、後者の要求できる権利の方が幅広く、国民国

家に厳しい課題を突き付けており、今後より研究の積み重ねが重要であるといえる。 
 
３．エスニシティ・ナショナリズム運動の担い手はだれか？：「暴動」研究と民衆のエージェン

シー 

 世界各地でのエスニシティ・ナショナリズム運動と関連し、時に大きな集合的暴力（暴動）

が起きることがある。暴動に関しては、「近代化の遅れた野蛮な民族による殺し合い」であり、

近代化の進展によって解決される問題であるとされ、長い間社会科学の中では「逸脱行動」と

位置付けられてきた。しかし、近年になっても「暴動」と呼ばれる現象は、1990 年代以降今日
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まで続くインドのヒンドゥ・ムスリムの「コミュナル」暴動や、2007 年のケニヤの選挙暴動な

ど、継続している。そのため、多くの集合的暴力が宗教や民族運動と関連して起こるにも関わ

らず、運動とこうした「突発的暴力」との関連は社会学的研究の分析対象となることは少なか

った。しかし、暴動の起こるメカニズムは、運動を指導するエリートだけでなく、民衆の間の

エスニシティ・ナショナリズム意識のあり方と直接関わる問題であり、同時に運動の指導層と

支持層の間の関係を現すものでもある。 
 アッサムにおいては、1980 年代の反外国人運動のさなか、1983 年の州議会選挙時に各地で

暴動が発生した。特に、アッサム州中部のナガオン県ネリー村付近では一日で約 2000 人のム

スリム農民が殺害される事件が起きた。のちに「ネリーの虐殺」と名付けられるこの事件は、

インド独立後農村部で起きた暴動の中でも最大規模の事件である。ネリー暴動は反外国人運動

全体に影響を与えた事件であり、反外国人運動とアッサムにおけるエスニシティ・ナショナリ

ズムの在り方を考える上で切っても切り離せない事件である。そのため、反外国人運動の考察

にこの事件の分析は欠かせない。 
 ネリー暴動に関しては、現地調査に基づいた研究がほとんど存在していないこともあり、そ

のため原因や標的が誰であったかという暴動の評価に関して、従来のジャーナリストや研究者

による解釈と現地の住民の見解が大きく異なる。すなわち、ネリー暴動は反外国人運動に対す

るボイコットの中で起こった事件ではあるが、現地の住民の間では標的がローカルな文脈の中

で再解釈され、実際には「外国人」とは限らない植民地時代からのムスリム移民の子孫が数多

く殺害された（木村 2007：122-124）。 
 こうした点を考える際、暴動の原因・標的の捉え方における、暴動参加者や被害者の視点は

重要である。ネリー事件を反外国人運動の一部と位置づけることも可能だが、都市部中間層・

学生指導者に対し、農村部の先住民族が自らの日常生活の中に運動を位置づけなおし、意思決

定を下した。そこには、従来の「野蛮で突発的な群集」といった解釈、もしくは「政治家の操

り人形」といった類型には当てはまらない「普通の人びと」の暴動に対する参加がみられる。

こうした農村部の先住民族や後進層と、都市部中間層の指導者との間のずれは、彼らのエスニ

シティ・ナショナリズムの意識のあり方の違いを表わすと同時に、都市部と農村部では運動の

影響が異なることをも意味する（木村 2007：124-125）。 
 
4．おわりに 

 国際社会学は、初期の 1990 年代前半から半ばにかけて、脱植民地国家における言語問題や

民族問題のあり方、また世界の先住民族運動に関心を持ち、先行研究を積み重ねてきた。しか

し、脱植民地国家の今日的な運動のあり方や、国際的な先住民族運動については、おそらく個々

の事例での研究の積み重ねがあると思われるが、その後まとめようという動きは残念ながら見

られない。今後は世界的な傾向のまとめや理論的発展が必要とされる。 
同時に、暴動や民衆運動など、組織化・制度化されていない運動の側面について目を向ける
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ことも、今後の課題である。ネリー事件などの暴動は、組織的な運動と異なり、制度化されて

いないため、エスニック・ナショナリズム運動研究の対象となりにくかった。しかし、新自由

主義的なグローバリゼーションに対抗する民衆運動が国境を越えて連帯する中、制度化されて

いない部分が持つ力の可能性を検討することは今後ますます重要になってきている。エスニシ

ティ・ナショナリズム運動も、こうした動きとの関係性を考慮に入れることが重要ではないか

と思われる。その際、第三世界の現状の研究にあたっても、国際社会学の視点からフィールド

調査をすることが今後ますます重要になってくるものと思われる。 
 グローバル化が新たな様相を迎える中、世界的な市民社会や社会運動のあり方が変動すると

同時に、エスニシティ・ナショナリズム意識や運動にも大きな変化をもたらしている。こうし

た中、国民国家の国民、市民社会の市民、そして国際／グローバル社会学の中の国際やグロー

バルの意味を見直すことが、国際社会学の今後の理論的発展につながるのではないだろうか。 
 
 
【註】 
1) 初瀬編（1996）を参照。 
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